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(31)cf. (i) r朝日新聞~ 2008年 11月16日付け
朝刊。(u) 1朝日新聞~ 2009年4月14日付け
























ある。 cf. 1朝日新聞~ 2009年1月9日付け朝
刊。
。6)1朝日新聞~ 2009年6月18日付け朝刊によれ
ば、政府は景気は底をついたと発表した.
(37)この長期の好景気は実質成長率が低く、しかも
賃金は名目賃金さえ減少したので、「好景気だ
という実感は湧かなかった.r毎日新聞J2008年
10月13日付け朝刊によれば、好況だった 2007
年に年収200万円以下の労働者は 1032万人だ
った οtートタイマーが多〈含まれていたせいで
あろう).また、『朝日新聞J2009年3月26日
付け朝刊によれば、フルタイマーの 2008年の平
均月給は前年比0.7%減の 29.9万円(平均40.9
量的で、 3年連続減少した。平均月給は男性が0.9
%減の 33.3万円、女性が0.4%増の 22.6万円で
あった。経営者がアメリカ式経営のまねをして、
株主(配当)を優先して労働者償金)を後回し
にしたからであろう.だから世界不況の現在、労
働組合が数年ぶりに賃上げを要求しても、使用
者・経営者側が応じる可能性は低い.労組は賃上
げは有効需要を増大させるから不況の解決に役立
つと主張するが、経営者側は賃上げ冶コスト上昇
を招いて利潤減少の原因になるから不況の解決に
は役立たないと主張する。労組側の主張と経営側
の主張は平行線をたどって交わらないから、賃上
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げは実現されないであろう.一般的にいえば、不
況の時期には賃上げは無理である.だから不況を
解決する主体を労使に求めるのは無理であって、
第3者が必要になる.それが政府である.政府が
不況解決のために有効需要を創出するしかない.
それには財政赤字が伴うが、赤字縄wよりも
不況解決の方が重要である。そこに不況の経済学
としてのケインズ経済学の有効性がある。
(38)鈴木淑夫『日本の経済針路』岩波書応， 2009 
年、 kベージ.
(39)cf.ジョン・ケイ著、佐和隆光監訳『市場の真
実』中央経済社、初日7年、 1ベージ.
(40)市場の必要性を否定したのがコミューニズム(マ
ルクス・レーニン主義)である.マルクスはフェ
ティシズム(物神性)に着目して、資本主義の未
来社会における市場の必要性を否定した(長谷部
文雄駅『資本論』第a巻第 l編第1章第4節「商
品の物神的性格とその秘密」、青木書庫、1954年、
181-182ページ.マルクスは「市場経済」とい
わないで「商品経済」といった).マルクスの誤
謬は計画経済・ソ連の消滅によって実証された.
計画経済には恐慌や不況はないが、技術革新や効
率向上をするととができないので、生産力を高め
ることができない.東西冷戦で東が西に敗北した
のは、技術革新や効率向上をすることができなく
て、生産力を高めることができなかったからであ
る.
また、 1920年代に行われた「社会主義経済計算
論争」でハイエクは、計画経済は人聞の針画能力
を越えるから効率的な経済運営はできないと主張
した.ハイエクの論証の正しさは計画経済の消滅
という歴史によって実証された.
(41):1耳在の中国は共産党主導の下で市場経済化をす
すめている.しかし政治的には一党狙裁でイデオ
ロギーは共産主義(コミューニズム)の実現を最
終目標にしている.アメリカのオパマ大統領が就
任演説で「アメリカはコミューニズムとファッシ
ズムを屈伏させた」といったら、中国共産党政府
は「コミューニズム」という言葉を削除して人民
に報道した.
(42)r是正・矯回は「否定自や噴出ではない。
否定や廃止はコミユーニズム(マルクス主斡で
ある.その誤謬は実証済みである.
(43)cf.金子勝『市場』岩波書居、 1999唱え 99-104
ベージ.
(44)r朝日新聞J2009年1月29日付け朝刊によれ
ぱ、 IMFは2009年の世界経済の成長率はプラス
0.5%、先進国はマイナス 2.0%、日本はマイナス
2.6%、アメリカはマイナス1.6%、中国はプラス
6.7%、インドはプラス 5.1%になるだろうと予
想している。
また、『毎日新聞I~ 2009年6月22日付け夕刊に
よれば、世界銀行は世界全体の成長率は2009年
はマイナス 2.9%になるが、 2010年にはプラス
2.0%、2011年にはプラス 3.2%になるだろうと
予想している.そして日本については初09年は
マイナス 6.8%、2010年はプラス1.0%、2011
年はプラス 2.0%と予想している.この予想が当
たれば、 2010年からプラス成長に戻ることにな
る.それは石袖危機の 1974年にマイナス成長に
なったのが1975年にプラス成長に戻ったのと同
様である(日本の企業は日本の景気回復は2010
年上半期になるであろうと予想している).
また、『毎日新聞J2009年9月4日付け朝刊に
よれば、 OECDは日本の2009年の実質GDP成
長率をマイナス 5.6%と予想した.
さらに『毎日新聞J2009年 10月2日付け朝刊
によれば、 IMFは2008年秋の金融危機以来の世
界経済の「悪化は終わり、世界経済は再び拡大し
つつある」として、世界不況の終息を宣言した.
そして世界全体の実質成長率を2009年はマイナ
ス1.1%、 2010年はプラス 3.1%と見込んだ.
日本については2009年はマイナス 5.4%、 2010
年はプラス1.7%と見込んでいる.
? ?? ?
